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55  本文後述の「ライン」に当たる 4つの課の他にNRS内には、時期によって相違もあるが、総務課、計画・
政策課、資料・編纂課などの「スタッフ」と見られる部署も設置された。竹前栄治・中村隆英監修、高野
和基解説・訳、前掲書、p. 51。なおNRSは1951年12月15日をもって廃止された。国会図書館のNRS文書の
HP（https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/NRS.php）； GHQ, SCAP, General Orders No. 31, 13 November 1951, ESS (A) 
01528. 
56  ただし1951年中頃に農業課と漁業課は合併し農業・林業課（Agriculture and Forestry Division）となった。
同上書、p. 53; Tokyo and Vicinity Telephone Directory, 1 Oct 1951, PT.2, 国会図書館請求番号：TEL-5／憲政
／16。
















た55。農業課（Agriculture Division）、漁業係（Fisheries Division）、林業課（Forestry Division）、鉱
業・地質課（Mining and Geology Division）の 4つである56。これらの中で石炭鉱業を主管したの
は、鉱業・地質課であった。そこで以下では、当課を主な分析対象として取り上げる。
1－ 3－ 1．NRS鉱業・地質課の組織体制と石炭鉱業に関する任務




Hendricks）が務め、1946年 6 月頃から年末か1947年 1 月頃までクエンティン・D・シンジウォル
－ 46 －
ド（Quentin D. Singewald）が就き、その後1947年 5 月頃までは空位であり、その間、ロバート・




佐（Assistant Chief）や副課長（Deputy Chief）、行政官代理（Acting Administration officer）、技術
補佐官（Technical Assistant）が置かれた。1948年から1949年頃にかけて副課長を務めたジェーム
ズ・S・ドッジ（James S. Dodge）は1946年 9 月に鉱物係所属であり、また1950年頃から1951年ま
58  『占領軍内線電話帳』から1951年 4 月にグラントが課長であったことが分かる。さらに次のような文書
から1951年10月に課長であったことが分かる。NRS, 〔タイトルなし〕（NRS所属者リスト）， October 1951, 
NRS10463.
59  グラントは1946年 9 月19日まで占領軍の軍人としてNRSに所属していたが、退役した上で10月 1 日付で
改めてNRSに所属する手続きをしている。Mining and Geology Division, “2. Personnel” ［全12枚のタイトル
なしの文書の 2枚目］，NRS12709.
60  『占領軍内線電話帳』から分かるように、1946年 1 月には当課に所属し、課長就任前まで本文後述の
「鉱物係」所属であり、さらに1946年 9 月にはその係長を務めていた。Mining and Geology Division, “1. 
Organization Chart: (30 Sep 46)”［全12枚のタイトルなしの文書の 1 枚目］，NRS12709. また、次の資料の
末尾の自署の下に記された肩書欄に、NRS鉱業・地質課長に加えて「科学顧問」（Scientific Consultant）
と記していることからもグラントを専門家と判断することができる。Robert Y. Grant, “Functions and 
Responsibilities of the Branches, Mining and Geology Division,” 22 May 1947, NRS10121.
表 2　鉱業・地質課の部署・人数の変遷
単位：人





























































































課長等の幹部や書記 3 1 2 3 4 3 3 5 5 4 3 3 4 4 3 3 2 2 2 2 2
燃料係 2 1 4 4 6 6 6 － － － － － － － － － － － － － －
石油係 － － － － － － － 3 2 1 3 3 3 3 5 3 2 2 － － －
固形燃料係 － － － － － － － 3 4 5 3 4 4 4 6 4 4 3 － － －
燃料資源係 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 4 3 3
鉱物係 3 3 7 6 9 13 13 13 11 11 9 8 6 6 7 7 8 6 － － －
鉱物経済係 2 2 2 4 2 5 5 5 4 7 3 4 4 4 3 － － － － － －
鉱物・金属資源係 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 6 2 3
冶金係 4 4 3 2 4 5 5 5 2 2 3 4 3 2 2 3 3 3 － － －
水資源係 1 － － － － － － － － － － － － － － － － － 1 1 1
合計 15 11 18 19 25 32 32 34 28 30 24 26 24 24 26 20 19 16 13 8 9
資料： 国会図書館憲政資料室所蔵『占領軍内線電話帳』（複製）。請求番号は次の通り（ 1 から21の数字は表上部の番号と一致）：
1．TEL／ 3／憲政／ 3、2．TEL／ 3／憲政／ 4、3．TEL-3／憲政／ 5、4．TEL-3／憲政／ 7、5．TEL-3／憲政／ 9、
6．TEL-3／憲政／11、 7 ．TEL-4／憲政／ 1、 8．TEL-4／憲政／ 3、 9．TEL-4／憲政／ 5、10．TEL-4／憲政／ 6、11．
TEL-5／憲政／ 1、12．TEL-5／憲政／ 2、13．TEL-5／憲政／ 3、14．TEL／ 5／憲政／ 4、15．TEL-5／憲政／ 5、16．
TEL-5／憲政／ 6、17．TEL／ 5／憲政／ 7、18．TEL／ 5／憲政／ 9、19．TEL／ 5／憲政／10、20．TEL-5／憲政／12、
21．TEL-5／憲政／13。
－ 47 －





61 Mining and Geology Division, “1. Organization Chart: (30 Sep 46),” op. cit.; 『占領軍内線電話帳』。
62 以下の役職や部署に関する記述は特に記載がない限り、『占領軍内線電話帳』に拠った。






資料：Mining and Geology Division, "1. Organization Chart: (30 Sep 46)," NRS 12709.



















　組織編成に関しては表 2から、NRS鉱業・地質課には常時 3つから 5つの係（Branch）が設置
されていたことが分かる。1946年中頃から1947年中頃までは基本的に、図 1にもあるように、燃
料係（Fuels Branch）、鉱物係（Minerals Branch）、鉱物経済係（Mineral Economics Branch）、冶金
係（Metallurgy Branch）の 4 つが置かれ、これらの係以外に日本人からなる技術顧問（Technical 
Consultants）も置かれていた63。そして、グラントが課長になった1947年中頃に燃料係が分割さ
れて、石油係（Petroleum Branch）と固形燃料係（Solid Fuels Branch）が置かれた。この 5係の体
制が 2 年ほど続き、この時期は人員数においても比較的に充実した時期であった。人員は1947





































0 0 0 0 0
改善（technical or other improvements）の必要性を示す










































業務手順の規程を参照。NRS, “Standing Operating Procedure, Annex D, Correspondence,” p. 2, 31 January 1946, 
NRS08404.
－ 50 －
表 3．1946年 7月 1日から 9月30日の期間の天然資源局鉱業・地質課の主要活動
日付 相手（文書送付先、勧告先、同意相手、会合相手） 活動内容
7月 2日 PHW DDTの粉末成分の原料とする朝鮮産の葉蝋石と滑石に関するデータを通知。











8月 7日 帝国石油会社 石油の調査・開発計画の遅延について話し合うための会合を開いた。
8月 7日 日本・朝鮮・満州における鉄鋼冶金過程の調査を完了。
8月 6日・ 7日 進歩党・社会党・共産党などの指導者
会合を開き、政党指導者が深刻な石炭状況を考慮すること
を確実なものとするために石炭増産計画の提出を求めた。
8月 8日 ESS 鉄鋼業の賠償撤去は日本経済に最も打撃が少ないように行うよう勧告を送付。
8月 9日 ESS 46－47年のアルミニウム生産量・消費量の推定等を提出。












9月 3日 帝国石油会社 いくつかの主要油田の開発を助ける措置に関して同意。
9月 4日 ESS、G-4 ESS、G-4と協力して原油生産費の調査を完了。この調査の結果、大蔵省は生産者価格の引き上げに賛成した。
9月 6日 ESS ESSで輸入計画策定に使用される今後 2 年間の毎年の日本の黒鉛生産量見込みを通知。
－ 51 －
日付 相手（文書送付先、勧告先、同意相手、会合相手） 活動内容









































資料： Mining and Geology Division, "3.The principal activities of the Mining and Geology Division from 1 Jul and 30 Sep 46 have been as 
follows," NRS12709.
注： 1 ．活動内容の欄の網掛けは、石炭鉱業に直接関連していることを表している。 2．アルファベット記号はGHQおよび進駐し
ている米軍の幕僚諸局を意味している。それぞれ次の通り：ESS：経済科学局、GS：民政局、G-4：参謀第 4 部、PHW：公衆
衛生福祉局、OCE：工兵司令官局（Office of the Chief Engineer）、CPC：民間財産管理局、OCCIO：防諜指令官部（Office of the 



































67  Mining and Geology Division, “3. The principal activities of the Mining and Geology Division from 1 Jul and 30 Sep 











（4）日本人へ直接働きかける活動。これに関しては、 8月 6日・ 7日付記載事項のように、NRS
鉱業・地質課が社会党や共産党などの政治団体の指導者らと会合を開いて、石炭増産の重要性を
より深く理解させようとしたり、また 8月22日付記載事項のように、石炭増産を訴えるラジオ放
送の開始に寄与した事例をあげることができる。
